
＜対策のポイント＞
林業の安全性、生産性及び収益性の飛躍的な向上を図るため、スマート林業技術の導入環境整備、スマート林業機械・機器等の開発・実証、地域一体

で林業活動にデジタル技術をフル活用する拠点づくりを支援します。

＜事業目標＞
デジタル技術を地域一体でフル活用する取組の普及（デジタル林業戦略拠点が１つ以上ある都道府県数25［令和12年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．スマート林業技術導入環境整備事業

① 「森ハブ・プラットフォーム」運営支援
林業分野への新技術の導入を加速するための全国規模のプラットフォームの運営

を支援します。

② スマート林業技術の安全確保のためのルール整備
スマート林業技術の安全確保のため、ガイドラインの改定内容の検討、人検知機
能等の予防安全機能に関する検討等を実施します。

③ ICT活用基盤データ整備事業
デジタル技術を活用して林地台帳を効率的に更新するツールの整備等を実施し

ます。

２．戦略的技術開発・実証事業

伐倒・集材等の素材生産や造林作業のスマート化に向けた林業機械・機器等の開
発・実証を支援します。

３．林業DX推進対策

地域一体で、木材の生産から流通に至る林業活動にデジタル技術をフル活用する
拠点づくりを支援します。

＜事業の流れ＞

国 地域コンソーシアム、民間団体等

委託、定額、1/2

［お問い合わせ先］ 林野庁研究指導課 （03-3501-5025）

林業DX推進対策

大学・研究機関 デジタル技術、
機器・アプリ等の提供

森林情報の提供、
関係者の意見調整

資金計画の
アドバイス

金融機関

林業支援サービス事業体
機械メーカー

出材マッチング
(県森連等)

都道府県・市町村

森林組合 林業事業体 製材・合板工場木材運送会社

※国有林では直轄で実施

地域コンソーシアムのイメージ

○地域コンソーシアムによる
林業のデジタル化・ＤＸ
の実証活動を支援し、
「デジタル林業戦略拠点」
を構築 実証内容・

技術改良等の
アドバイス

スマート林業技術導入環境整備事業

○林業分野への異分野企業等の参入を促す
 「森ハブ・プラットフォーム」の運営

○スマート林業技術の安全確保のためのルール整備

○林地台帳を効率的に更新するツールの整備等

戦略的技術開発・実証事業

林業機械メーカー

林業事業体

自治体

異分野企業等

研究機関

林業支援サービス事業体

「森ハブ・プラットフォーム」のイメージ

スマート林業機械等のイメージ

架線集材機械の自動化・高出力化等

植栽機械の
遠隔操作化・自動化・
林内走行性能の向上

ウインチアシスト
伐倒機械の開発

＜急傾斜向け＞

伐倒機械・集材機械等の
林内走行性能の向上

＜緩傾斜向け＞

○植付け・下刈り等の造林分野

下刈り機械の自動化・
林内走行性能の向上

○伐倒・集材等の素材生産分野

令和８年度予算額 262,953千円（前年度 216,773千円）
〔令和７年度補正予算額（林業・木材産業国際競争力強化総合対策の一部）700,000千円〕

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 のうち

スマート林業・ＤＸ推進総合対策



森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 のうち スマート林業・DX推進総合対策 のうち

スマート林業技術導入環境整備事業 令和８年度予算額 57,017千円（前年度 52,272千円）

＜対策のポイント＞
林業の安全性と生産性の飛躍的な向上に必要なスマート林業技術の開発と林業現場への導入を加速するため、異分野企業等が参画する
プラットフォームの運営支援、スマート林業技術の安全確保のためのルールづくりを実施するとともに、ICT活用の基盤となるデータ整備の促
進等に取り組みます。

これまでと異なる強み・技術を有するスタートアップ・

異分野企業等の参入を促し、林業分野への新技術の

導入を加速。生成AI、自律歩行ロボット等の汎用性

が高い次世代技術について、林業分野への活用手法

を調査。

① 「森ハブ・プラットフォーム」運営支援
10,244千円

自治体

研究機関

林業事業者

林業機械メーカー

林業支援サービス事業体

スタートアップ

・異分野企業等

森ハブ・プラットフォーム

遠隔操作や自動運転機能を有する林業機械の安

全確保のため、ガイドラインの改定内容の検討、人検

知機能等の予防安全機能に関する検討等を実施。

＜事業の流れ＞

民間団体等
委託

②スマート林業技術の安全確保のための
ルール整備 17,000千円

③ICT活用基盤データ整備事業
29,773千円

公的基礎情報データベースを活用して林地台帳を効

率的に更新するために必要なツールの整備や、国有林

における境界情報のデジタル化を実施。

民間団体等
定額

（成果のイメージ）

②、③の事業

①の事業

林地台帳公的基礎情報データベース

届出(記載)年月日 記載事由

登記簿上の所有者

氏名・名称
共有の
有無

住所

登記年月日

林小班 森林経営計画 公益的機能別施業森林等

林班 小班群 小班
小班

枝番

認定の

有無

森林の土地の境界に関する
測量等の実施状況

地籍調査 済 ・ 未済
地籍調査

実施年月日
境界の確定に

資する測量
済 ・一部済・ 未済

現に所有している者・
所有者とみなされる者

氏名・名称
共有の
有無

住所

認定者の種類 認定年月 区分 施業方法

住所
届出(記載)

年月日

住所

現に所有している者・所有者とみなされる者の共有者の一覧
共有者

氏名・名称 記載事由

共有者

住所

氏名・名称 登記年月日

住所
届出(記載)

年月日

氏名・名称 登記年月日

登記簿上の所有者に係る共有者の一覧

氏名・名称 記載事由

実施年月日

林　地　台　帳

所在等
所在・地番

地目 面積 ha

取得

公的基礎情報をもとに林地台帳を効率的に更新するツールを整備

※上記のほか、国有林の境界情報のデジタル化を直轄事業で実施

※国有林においては、直轄で実施

林業機械の遠隔

操作・自動運転に

関する安全性確
保ガイドライン

Ver.2.0

国

［お問い合わせ先］
①②の事業 林野庁研究指導課 （03-3501-5025）
③の事業 林野庁計画課 （03-6744-2300）

気象、市況、品質・材積、樹種等
のデータを踏まえたアドバイス

音声や画像
を送り質問

（生成AI活用による現場作業効率化のイメージ）

・不動産番号

・所在、地番、地目、地積

・所有者情報(氏名・住所)

  ほか、登記簿記載事項 が想定

（自動運転技術の例）

（遠隔操作林業機械の安全確保のための関係者の役割）

保護方策の実施 訓練 作業計画

製造者等

リスクアセスメント、
保護方策によりリス
ク低減

使用等に
係る訓練
開催

販売者等 適切な販売

導入主体
適切な管理･
点検

使用方法等を
定める

使用者・
補助作業者

適切な使用 使用等に
係る訓練
受講

遵守

受講
させる

必要な
情報を
提供

周知

※関係者が取り組むべき内容をガイドラインで提示



森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 のうち スマート林業・DX推進総合対策 のうち

戦略的技術開発・実証事業

＜対策のポイント＞
林業の安全性及び生産性の飛躍的な向上に向けて、スマート林業機械・機器等の開発・実証を支援します。
なお、森ハブ・プラットフォームに参画する企業の協業案件について、優先採択します。

下刈り機械の自動化・
林内走行性能の向上

架線集材機械の
自動化・高出力化等

①スマート林業機械・機器の開発・実証
 伐倒・集材等の素材生産や造林作業のスマート化に向けた林業機械・機器の開発・実証、事業規模での実証・改良

伐倒機械・集材機械等の
林内走行性能の向上

民間団体等
定額

国

＜事業の流れ＞

素材生産分野における林業機械・機器の開発・実証 造林分野における林業機械・機器の開発・実証

植栽機械の
遠隔操作化・自動化・
林内走行性能の向上

ウインチアシスト
伐倒機械の開発

造林支援ツールの開発（植栽配置計画の自動作成、下刈要否の自動判定等）

＜緩傾斜向け＞ ＜急傾斜向け＞

令和８年度予算額 85,000千円（前年度 70,000千円）

②ソフトウェア等の開発・実証
 森林作業の安全性・生産性の向上に資するソフトウェア・機器の開発・実証

③通信技術等の開発・実証
 森林内の通信環境の確保に向けた通信技術・機器の開発・実証

［お問い合わせ先］ 林野庁研究指導課技術開発推進室 （03-3501-5025）

自動運転機械の監視、データ通信等に必要な通信環境の確保

植栽作業の省力化
に資する電動機械



基幹事業 （実証活動、資機材購入費等を支援）

提案事業 （実証活動、資機材購入費等を支援）

地域の木材生産・流通の収益性を持続的に向上

令和８年度予算額 120,936千円（前年度 94,501千円）

地域コンソーシアム

出材マッチング(県森連等)

デジタル技術、
機器・アプリ等
の提供

林業支援サービス事業体

機械メーカー

森林情報の提供、 
関係者の意見調整

都道府県・市町村

コーディネーター

森林組合

林業事業体

金融機関

資金計画の
アドバイス

大学・研究機関

実証内容・
技術改良等の
アドバイス

製材・合板工場

地域が一体となったデジタル林業の自律的展開（林業DX）
（デジタル林業戦略拠点の構築）

木材運送会社

［お問い合わせ先］林野庁研究指導課技術開発推進室（03-3501-5025）

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 のうち スマート林業・DX推進総合対策 のうち

林業DX推進対策

木材検収システム

トラック運材効率化

伐採・流通の効率化

情報共有

需給マッチング

システムの構築

再造林の省力・低コスト化

遠隔操作下刈り機械

ドローンによる苗木運搬

・ICTを活用した生産管理（複数の
現場の生産量等の情報共有・
一元化）

・ドローンを活用した苗木運搬

・遠隔操作下刈り機械の活用

など

など

・木材輸送トラックの配車の効率化

・製材工場等の木材需要と山側の
木材供給のマッチング

・植栽計画のデジタル化とGNSS
活用による植栽作業の効率化

デジタル技術を
活用した植栽計画

第３者の視点で進捗を評価、
取組方針を指導・助言

林業のデジタル化・
DXの伴走支援

体制整備等

のための

チェックリスト

デジタル化

費用対効果

算定ツール

フェーズ③ 地域が一体となったデジタル
林業の自律的展開

フェーズ② 複数事業者・工程の連携によ
る実証プロジェクト

フェーズ① 地域コンソーシアムの形成と
課題の明確化

（地域における取組の進展のイメージ）

（伴走支援ツールの例）

① デジタル林業展開支援事業
22,936千円

② デジタル林業戦略拠点構築推進事業 98,000千円

＜対策のポイント＞
多様な関係者で構成される地域コンソーシアムが主体となり、地域一体で、木材の生産から流通に至る林業活動にデジタル技術をフル活用し、
林業のデジタル化・DXに取り組む「デジタル林業戦略拠点」の構築を進めます（「面的」な取組を全国で展開）。

地域コンソーシアム
定額、1/2国＜事業の流れ＞

民間団体等
委託

● 林業のデジタル化・DXに取り組む
地域に対して、コーディネーター
派遣等による伴走支援を実施

● 先進地域の取組成果を活用し、
 他地域への横展開に必要な伴走
 支援ツールを充実

● 地域間での好事例の共有・情報
 の交換、新たな地域の取組みを
 促進

（①の事業）

（②の事業）
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